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Abstract

　The purpose of this research is to evaluate the precision of mass screening program for lung cancer in Kagoshima 
Prefecture by examining the resection rate, the complete resection rate, the proportion of stage I lung cancer, the 
detection rate, and the standardized detection ratio (ratio of detected to expected number of lung cancer cases). 
　The numbers of people taking mass screening for lung cancer in Kagoshima Prefecture were 43,751 between 1987 and 
1989(first period), 404,258 between 1990 and 1995 (second period), and 604,114 between 1996 and 2001 (third period). In 
the third period (1996－2001), 10.1% of the 40 and older population of Kagoshima Prefecture took the mass screening 
program for lung cancer, and the proportion of people actually taking the mass screening among the municipalities that 
had the screening program was 19.1%.
　During the study periods, 544 cases with lung cancer were detected by the mass screening program, and the detection 
rate was 51.5 per 100,000 people. Over all the three study periods, the resection rate, the complete resection rate and the 
proportion of stage I lung cancer were 56.8%, 46.5%, and 41.0%, respectively.  The standardized detection ratio was 0.28 in 
the second and third study periods, indicating the low detection rate of the mass screening program for lung cancer in 
Kagoshima. 
　In general, detected cases taking annual checkups show better prognosis than that of those who do not take annual 
screening program. In the present study, however, the survival analysis revealed that there was no significant difference in 
the prognosis between the lung cancer cases having annual checkups and those who did not (P=0.73). 
　Low proportion of cases with clinical stage I among the detected cases having annual checkups was thought to be one of 
the reasons. These results indicate that the current screening program in Kagoshima Prefecture fails to detect some of the 
cases with early stage of cancer. Further examination by computerized tomography should be recommended to all 
detected cases by chest radiography and/or sputum cytology. 
　In summary, further efforts are needed for the improvement in the detection rate of mass screening program for lung 
cancer in Kagoshima Prefecture, especially for the cases with early stage of cancer.
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緒　　言

　肺癌は１９９３年より全国男性悪性新生物死亡率の第１位

であるが，鹿児島県においてはすでに１９８８年より悪性新

生物死亡率の第１位となっている１）。

　わが国では死亡減少効果に関する直接的証拠のないま

まに，１９８７年にX線と喀痰細胞診による肺癌集団検診
（以下，肺癌集検）が老人保健事業に導入され，その後，

主として症例対照研究により，死亡減少効果を示唆する

成績が得られている２－６）。

　しかしながら，症例対照研究から「胸部X線による肺
癌集検の死亡減少効果が証明された」と考えるのは危険

であり，今後とも年次的に死亡減少効果を確認していく

必要がある。

　鹿児島県において自治体主体の肺癌集検は１９８７年度の

１８２７人に始まり，１９９７年度の１１３，８０９人をピークとして

その後は年間１０万人前後で推移している７） が，その急速
な検診規模の拡大に比較して鹿児島県肺癌死亡数の年次

推移に減少傾向を認めない （Fig.1）。
　集検は罹患を防ぎえず，死亡を防ごうとするものであ

るため，事実上致命率の低下を確認することが検診効果

の評価となる。鹿児島県肺癌死亡数の年次推移に明らか

な減少傾向を認めないことから，本県における肺癌集検

の実質的効果の大きくないことが考えられる。

　一方，肺癌は進展様式や進展速度において必ずしも単

純でない。その多様な病態から，すべての肺癌が集検の

対象となりえず，大多数である扁平上皮癌，腺癌の早期

発見を目指すものの，集検には様々な困難を伴うのが現

状である。それだけに肺癌集検の精度を高める努力が要

求される。

　「肺癌取り扱い規約 第５版」（以後，「規約」）の肺癌集
団検診の手びき（以後，「手びき」）では，検診目的達成

度の理論的指標として，漓致命率（肺癌死亡者数／肺癌

罹患者数 x１００），滷死亡率（肺癌死亡者数／検診受診者
数 x１０万），澆罹患率（肺癌罹患者数／検診受診者数 x１０
万），潺検診発見割合（原発性肺癌確診患者数／肺癌罹

患患者数 x１００），潸５年生存率（検診後５年生存患者数
／原発性肺癌確診患者数 x１００）などを挙げ，実際に検診
受診者全体の正確な肺癌死亡数や肺癌罹患者数を把握す

るのは困難なため，より簡便な指標として検診目的達成

度の即時的代替指標を挙げている。漓完全切除率（完全

切除患者数／原発性肺癌確診患者数 x１００），滷切除率（切
除患者数／原発性肺癌確診患者数 x１００），澆蠢期肺癌割
合（蠢期肺癌患者数／原発性肺癌確診患者数 x１００），潺
発見率（原発性肺癌確診患者数／X線検査受診者数 x１０
万），潸標準化発見比（原発性肺癌確診患者数／肺癌存

在期待値）がこれにあたる。

　また，検査管理の指標（X線検査要精査率，X線検査精
検受診率，X線検査精検完了率，喀痰細胞診回収率，有
効検体率，喀痰細胞診要精検率，喀痰細胞診精検受診率，

喀痰細胞診精検完了率）により，検診における検査遂行

の適切性を検討し，検診対象者の反応の指標として検診

受診率（X線検査受診者数／肺癌検診対象者数 x１００），経
年受診者割合（経年受診者数／ X線検査受診者数 x１００），
高危険群割合（高危険群所属者数／ X線検査受診者数 
x１００）を検討すべきとしている８）。

　ここでは前年度の検診を受診している者を経年受診者

といい，それ以前に受診歴のあるものを含めない。一般

に，毎年高い検診受診率を得ることができれば当然なが

ら高い経年受診者割合になると考えられる。

　「手びき」による肺癌集検の目標点は，当面，肺癌集

検で発見される早期癌を含む蠢期肺癌割合を５０％程度に

高めることであり，その結果として完全切除率を５０％以

上とすることである。また，そのために肺癌集検の経年

受診者割合を８０％以上に保つことである。本研究の目的

は，検診目的達成度の即時的代替指標の各項目を算出す

ることにより，本県における肺癌集検の精度を評価し，

その問題点を検討することである。

対象および方法

　本県における自治体主体の肺癌集検は，原則として４０

歳以上の一般住民を対象とし，財団法人鹿児島県民総合

保健センターが実施する。集検受診者の把握は各自治体

により行われるが，肺癌集検実施状況は各自治体の状況

によって異なり，年毎に変更される場合もある。実施状

況は全住民を対象に実施する自治体（グループA），全住
民を対象とし希望者にのみ実施する自治体（グループ

B），地域に分けて数年毎に実施する自治体（グループC），
地域に分けて数年毎に希望者にのみ実施する自治体（グ
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Fig. 1.　The number of people who had mass screening for lung 
cancer (1987－2001) and the number of lung cancer deaths (1985
－2001) in Kagoshima Prefecture.
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ループD），独自の方法で実施あるいは未実施の自治体
（グループE）のいずれかのパターンに分類される。
　本県の肺癌集検では，受診に先立って喫煙指数（１日

平均喫煙本数×喫煙年数。過去における喫煙者を含む）

が６００以上の重喫煙者や６ヶ月以内に血痰症状のある者

等，高危険群選定のための問診票が回収され，１００ミリミ

ラーカメラによる胸部X線間接撮影，もしくは直接撮影
が実施される。

　後日，無記名の間接写真は，保健所並びに鹿児島大学

医学部及び国立，県立病院等の専門医らによって「手び

き」の胸部X線の判定基準に沿って２者で別々に読影さ
れる（二重読影）。近年は年間に約１５名の医師が読影に

携わっている．

　二重読影時の仮判定区分は「読影不能」a判定，「異常
所見を認めない」b判定，「異常所見を認めるが精査を必
要としない」c判定，「異常所見を認めるが肺癌以外の疾
患が考えられる」d判定，「肺癌の疑い」e判定に大別さ
れる。どちらか一方の医師によりd判定，もしくはe判定
とされると，前年度分あるいはそれ以前の胸部写真との

比較読影を経て，決定判定区分A～Eが判定される。A判
定の受診者に対して再撮影，BおよびC判定の受診者に対
して定期検診，D判定の受診者に対して肺癌以外の該当
疾患に対する精査，E判定の受診者に対して肺癌に対す
る精検の通知がなされる。

　高危険群の受診者に対しては，YM式喀痰固定液を用
いた喀痰融解法９） による喀痰細胞診を行う。喀痰検査で
は，細胞検査士によるダブルチェックを実施し，細胞診

指導医が最終判定をする。間接写真と同様に，「高度異

型扁平上皮細胞，または悪性腫瘍の疑いのある細胞を認

める」D判定，「悪性腫瘍細胞を認める」E判定が要精検
とされる。

　間接写真あるいは喀痰細胞診検査による要精検者に対

して精密検査実施協力医療機関における精密検査を奨

め，協力医療機関には実施された検査内容，確定診断，

治療方針等を記載した肺癌検診記録票の返送，また肺癌

確定した場合は，さらに病期診断，実際の治療内容，転

機等を記載した肺癌調査票の返送を依頼する。

　本県の自治体主体の肺癌集検は，老人保健法を根拠と

して，１９８７年から加世田市，横川町，志布志町の３市町

に始まり，実施市町村は１９９６年には９３市町村へ拡大した。

１９９７年に「癌検診に関する国の負担金の一般財源化」が

行われ，各自治体の判断で肺癌集検を委託契約すること

となった。以後，実施市町村数はやや減少しているが，

１９８７年度から２００１年度の１５年間で，合計１，０５２，１２３名に肺

癌集検が実施され，肺癌５４４例を発見している。（２００３年

５月９日現在）

　今回はこの発見肺癌５４４例について問診票，肺癌検診記

録票，肺癌調査票から得られた患者情報，および財団法

人鹿児島県民総合保健センターの事業年報に公開された

統計情報に基づいて発見率，切除率，完全切除率，蠢期

肺癌割合，標準化発見比，さらに経年受診者割合を検討

した。

　経年受診者であるかどうかの判断は，前年度の受診記

録と照合することが望ましいが，受診時の自己申告のみ

でも認められる。集検受診の状況，併せて受診者の喫煙

状況を把握する目的で２０００年度肺癌集検問診票の再集計

を行ない，受診者全体の経年受診状況，喫煙状況を検討

した。再集計は管轄諸施設へ依頼し，２００２年７月から８

月に行われた。

　今回の検討では，年齢階層別集計に性別記載のない

１９８７年度から１９８９年度を第１期とし，１９９０年度から１９９５

年度を第２期，１９９６年度から２００１年度を第３期と区分し

て，それぞれの指標を比較検討した。

　標準化発見比は，集検受診者中に存在すると期待され

る肺癌数と実際に発見された肺癌数の比で表される。肺

癌存在期待値は，性別，年齢階層別に罹患率，平均罹病

期間および集検受診者数を乗じたものの総和として算出

した。今回は第２期１９９０～１９９５年度，第３期１９９６～２００１

年度について検討し，罹患率は厚生労働省「地域がん登

録」研究班全国がん罹患数・率を使用した１０－１１）。１９９９年

以降分は未発行であったため，第２期については１９９２年

の罹患率を，第３期については１９９８年の罹患率を用いて

計算した。平均罹病期間は，経年受診者は１年間，その

他の者は２年間とした。１９８７年から１９８９年の性別年齢階

層別集計が不明なため同時期の標準化発見比は検討から

除外した。

　切除後の根治性の評価，臨床病期分類，細胞型分類お

よび組織型分類は「規約」に準じた。１９９９年１０月発行さ

れた「規約」では第４版から改訂がなされたため，根治

性の評価に関してそれまでの絶対的治癒切除，相対的治

癒切除，相対的非治癒切除を完全切除，また絶対的非治

癒切除を非完全切除と分類する。

　本集検では肺癌と診断された者に対して財団法人鹿児

島県民総合保健センターの保健師らによる追跡調査を

行っている。基本的には年１回の電話による聞き取りで

本人あるいは家族に生存確認し，消息不明者は協力医療

機関から返送された肺癌調査票等の資料などを参考にす

る。

　生存分析にあたり集検受診日から死亡確認日までを生

存期間として年数で表した。生存（最終で２００３年７月２２

日確認），他悪性腫瘍死，明らかな他病死等を打ち切り，

肺癌死，手術関連死，死因不明の死を非打ち切りとして

Kaplan－Meier法により生存曲線を求め，生存率の比較
にはLog－rank検定を用いた。また，経年受診者と非経



年受診者の生存期間をCoxの比例ハザードモデルを用い
て比較した。

　要精検者とされ，精密検査実施協力医療機関における

精密検査を受けたものの中で実際に胸部CTをどの程度
施行されたかを検討するために１９９９年度，２０００年度の肺

癌検診記録票を再集計した（２００２年６月現在）。

　なお，本研究にあたり財団法人鹿児島県民総合保健セ

ンター臨床研究倫理委員会の承認を得た。個人のイン

フォームドコンセントについては，自記式の問診票の提

出をもって同意とみなし，肺癌集検記録票・肺癌調査票

のデータは同センター事業年報として情報公開済み，あ

るいは予定と考えた。ただし，高度の個人情報を大量に

取り扱うにあたり，個人を特定しうる情報の流出がない

よう特に留意した。

結　　果

１．鹿児島県の肺癌集検の概要

　鹿児島県の肺癌集検の受診者数は第１期１９８７～１９８９年

度の３年間で４３，７５１名，第２期１９９０～１９９５年度の６年間

で４０４，２５８名，第３期１９９６～２００１年度の６年間で６０４，１１４

名であった。受診者数は第２期から第３期にかけて約１．５

倍増加し，受診者の男女比は０．６２から０．６０へ低下した。

　第３期６年間の鹿児島県４０歳以上総人口は，約９６万人

から約１００万人へ増加している。これに対する４０歳以上の

集検受診者数，すなわち検診カバー率は，９．３％～１１．４％

であった。本県では，肺癌集検の対象は自治体により異

なり，委託契約した自治体数は年次により増減あるが，

同時期の４０歳以上総人口は約５６万人から約５１万へ減少

し，４０歳以上の対象人口に対する検診受診者数，すなわ

ち検診受診率は１７．３％～２０．１％であった。

２．検診目的達成度の即時的代替指標の比較

　Table1に発見率，切除率および完全切除率を示す。発
見肺癌数は第１期２７名，第２期１９５名，第３期３２２名で合

計５４４名，発見率（１０万人対）は第１期６１．７，第２期４８．５，

第３期５３．３であった。第１期から第２期へと発見率は減

少したが第３期で増加傾向を認めた。切除率は第１期

５１．９％，第２期５４．９％，第３期５８．４％と向上しているが，

完全切除率は第１期４８．１％，第２期４７．７％，第３期４５．７％

と低下傾向であった。

　Table2に蠢期肺癌割合および標準化発見比を示す。蠢
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Table 1.　Confirmed lung cancer cases detected in mass screening program and their resectability．

Confirmed lung cancer cases

（％）
No. of

completely
resected cases

（％）
No. of

resected
cases

Detection
rate

per 100,000

No. of
cases

No. of
screened
subjects

SexPeriod

４３.８７４３.８７９３.５１６１７,１２１Male
１９８７－１９８９ ５４.５６６３.６７４１.３１１２６,６３０Female

４８.１１３５１.９１４６１.７２７４３,７５１Total
４３.４５９５１.５７０８７.６１３６１５５,２３７Male

１９９０－１９９５ ５７.６３４６２.７３７２３.７５９２４９,０２１Female
４７.７９３５４.９１０７４８.２１９５４０４,２５８Total
４０.１９１５１.５１１７１００.２２２７２２６,６５２Male

１９９６－２００１ ５８.９５６７４.７７１２５.２９５３７７,４６２Female
４５.７１４７５８.４１８８５３.３３２２６０４,１１４Total
４６.５２５３５６.８３０９５１.７５４４１,０５２,１２３　Total

Table 2.　Standardized detection ratio of lung cancer cases and proportion of clinical stage I lung cancer detected in mass screening program.

Clinical
stage I lung ca.Standardized

detection ratio

Expected No.
of

lung ca. cases

Detected No．
of

lung ca. cases

No. of
screened
subjects

SexPeriod

（％）No.
（３７.５）６－－１６１７,１２１Male

１９８７－１９８９ （３６.４）４－－１１２６,６３０Female
（３７.０）１０－－２７４３,７５１Total
（３９.０）５３０.２８４８０.２１３６１５５,２３７Male

１９９０－１９９５ （４９.２）２９０.３２１８２.６５９２４９,０２１Female
（４２.１）８２０.２９６６２.８１９５４０４,２５８Total
（３７.９）８６０.２７８４４.４２２７２２６,６５２Male

１９９６－２００１ （４７.４）４５０.２９３２６.５９５３７７,４６２Female
（４０.７）１３１０.２８１１７０.９３２２６０４,１１４Total
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期肺癌割合は第１期男性３７．５％，同女性３６．４％の合計で

３７．０％，第２期男性３９．０％，同女性４９．２％の合計４２．１％，

第３期男性３７．９％，同女性４７．４％の合計４０．７％であっ

た。

　第２期の６年間で男性受診者１５５，２３７名中４８０．２名の肺

癌存在が期待され，実際に１３６名の肺癌を発見し，標準

化発見比は０．２８であった。同様に女性受診者では

２４９，０２１名中１８２．６名の肺癌存在が期待され，実際に５９名

の肺癌を発見し，標準化発見比は０．３２であった。第２期

全体として受診者４０４，２５８名中６６２．８名の肺癌存在が期待

されるが，１９５名の肺癌を発見し，標準化発見比は０．２９で

あった。さらに第３期では１１７０．９名の肺癌存在が期待さ

れるが，３２２名の肺癌を発見し，標準化発見比は０．２８で

あった。

３．問診票の再集計による経年受診者割合の算出

　「手びき」では検診対象者の反応の指標の１つとして経

年受診者割合（％）をあげている。その把握のために２０００

年度検診前問診票を再集計した。２０００年度分で９６，９５５名

が受診しており，９２，４１４名分の再集計を行った。集検実

施状況でグループCに属する２自治体とグループDに属
する３自治体に再集計なく，他の自治体についても相当

数の資料の欠損，重複集計等の可能性が示唆されるもの

の，男性の経年受診者割合は５２．４％，女性では５４．８％，

全体では５３．９％であった。

４．経年受診および非経年受診の予後の比較

　受診状況が不明である６１名を除いた発見肺癌４８３名に

ついて経年受診，非経年受診別に生存分析を行ったが，

両者の生存率に有意差を認めなかった（p＝０．９５）。また，
５年生存率は経年受診者（n＝３１９）で４２．０％，非経年受
診者（n＝１６４）で３９．８％であった（p＝０．６４）（Fig．２）。
　治療の詳細は不明ながら，手術の有無不明の１５名を除

く５２９名について生存分析をした。治療に手術を含む場合

（n＝３０９）の５年生存率は６１．５％，５０％生存期間は
１０５．６ヶ月，含まない場合（n＝２２０）はそれぞれ９．７％，
１８．９ヶ月であった（Fig．３）。また，病期分類不詳の２３例
を除く５２１例で生存分析したところ，蠢期，蠡期，蠱期，

蠶期の生存率間に有意差を認めた （p＝０．０００１）。

　Coxの比例ハザードモデルを用いて，共変量に性別，
年齢，臨床病期を加えて検討したところ，経年受診者の

ハザード比は０．９５，（p ＝０．７３）となり非経年受診者に対
する有意な低下を認めなかった。

　経年受診者と非経年受診者別に発見された肺癌の臨床

病期割合を比較した （Table３）。いずれの群においても
蠢期肺癌が最も多くを占めており，経年受診者における

蠢期肺癌割合は４０．４％，初回受診者および２年以上前の

受診者を含む非経年受診者における蠢期肺癌割合は

４２．７％で，有意差を認めなかった（p＝０．８６）。
　さらに，各自治体の集検実施状況を確認できた，１９９９

Table 3.　Detected lung cancer cases classified by clinical stage．

Clinical stage
cases

Total（％）Unknown（％）IV（％）III（％）II（％）I
３１９３.４１１１４.７４７２９.５９４１１.９３８４０.４１２９annual checkups
１６４３.７６１４.６２４２５.０４１１４.０２３４２.７７０non－ annual checkups
６１９.８６１８.０１１２１.３１３１１.５７３９.３２４Unknown
５４４４.２２３１５.１８２２７.２１４８１２.５６８４１.０２２３Total

＊ p＝０.８６

Fig. 2.　Survival curves of Annual or Non-annual checkup cases.

Fig. 3.　Survival curves of lung cancer patients with or without resection.
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年度および２０００年度の発見肺癌１０９例について経年受診

者割合と蠢期肺癌割合を検討した （Table４）。発見肺癌
例に限定すると，グループAおよびグループBでは経年受
診者割合が双方とも６３．０％，６３．６％と比較的高いもの

の，蠢期肺癌割合について両者を比較すると，グループ

Bにおいて蠢期肺癌割合が高い傾向を認めた（p＝０．１３）。
また，地域に分けて数年毎に実施するグループCとグ
ループDを比較すると経年受診者割合，蠢期肺癌割合と
もにグループDが高い傾向を認めた（p＝０．３７）。
　また，２０００年度問診票の再集計の結果から全受診者の

中で経年受診者が占める割合が最も高かったのは，毎年

すべての住民を対象として胸部X線を必須の検査項目と

する自治体（グループA）であった （Table５）。

５．集検発見肺癌の発見動機

　発見された肺癌の発見動機をTable ６ に示す。X線の
みによる発見割合は第１期８１.５％，第２期７９．５％，第３
期８１．４％とほぼ一定である。一方，喀痰細胞診のみによ

る発見割合としては第１期１４．８％，第２期１１．３％，第３

期６．２％と低下傾向を示し，X線および喀痰細胞診両者に
よる発見割合が増加している。

　集検受診者における喀痰細胞診対象者数は１９９７年度の

１０，９８９をピークとして２００１年度の８，３２４へ漸減の傾向で

あるが，第１期６，１２６，第２期４８，３０６，第３期では５５，６４０
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Table 4.　Proportion of the cases having annual checkups and of the case with Stage I lung cancer in 1999－2000.

Stage I lung cancer casesAnnual checkups
No. of cases　

（％）No.（％）No.
（４１.３）１９（６３.０）２９４６Group A ＊
（５２.３）２３（６３.６）２８４０Group B †
（１６.７）１（１６.７）１１０Group C ‡
（３６.４）４（３６.４）４１１Group D §

　　　　２Group E ‖
（４３.１）４７（５６.９）６２１０９Total

＊Compulsory check for all habitants
†Habitants who request a check
‡Compulsory check for all habitants in a rotating area basis
§Habitants who request a check in a rotating area basis
‖Others

Table 5.　Proportion of the subjects having annual checkups by different implementation methods of lung cancer mass screening.

Annual checkupsNo. of recounted
guestionnaires

No. of
municipalities　

（％）No.
（６３.４）２９,７６１４６,９５４１８Group A ＊
（５４.９）１９,１２４３４,８５８４３Group B †
（１０.６）６３９６,０３５９Group C ‡
（５.３）１８０３,３８９７Group D §
（７.９）９３１,１７８２Group E ‖
（５３.９）４９,７９７９２,４１４７９Total

＊Compulsory check for all habitants
†Habitants who request a check
‡Compulsory check for all habitants in a rotating area basis
§Habitants who request a check in a rotating area basis
‖Others

Table 6.　Confirmed lung cancer cases detected in mass screening program classified by method of detection．

Total
Method of detection

SexPeriod Cytology
（％）

X－ray and cytology
（％）

Chest X－ray
（％）

１６４１１１Male
１９８７－１９８９ １１　　１１Female

２７４（１４.８）１（　３.７）２２（８１.５）Total
１３６２２１８９６Male

１９９０－１９９５ ５９　　５９Female
１９５２２（１１.３）１８（　９.２）１５５（７９.５）Total
２２７２０３９１６８Male

１９９６－２００１ ９５　１９４Female
３２２２０（　６.２）４０（１２.４）２６２（８１.４）Total
５４４４６（　８.５）５９（１０.８）４３９（８０.７）　Total
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であった。喀痰細胞診による発見数は第１期５，第２期

４０，第３期６０と増加を示し，その発見率（１０万人対）は

第１期８１．６，第２期８２．８，第３期１０７．８であった。

　発見肺癌例の発見動機，細胞型，臨床病期をTable７ 
に示す。扁平上皮癌と腺癌の重複癌３例，腺癌と小細胞

癌の重複癌１例，扁平上皮癌と大細胞癌の重複癌１例が

その他に含まれるが，全体としては１６３名（３０．０％）が

扁平上皮癌，２９９名（５５．０％）が腺癌，１１名（２．０％）が

大細胞癌，３７名（６．８％） が小細胞癌であった。X線およ
び喀痰細胞診両者による発見の場合，扁平上皮癌と腺癌

に関して蠢期肺癌割合は他よりも低い傾向がみられた。

　経年受診者における蠱期および蠶期１４１例の細胞型分

類によると扁平上皮癌４４例，腺癌７３例，小細胞癌１６例で

あった（Table８）。

６．地域によるD判定およびE判定のばらつき

　２０００年度事業年報に公開されている各自治体の要精検

率（E判定）は最小で０．０％，最大で６．２％，平均は１．４９％，
標準偏差１．７４であった。地域によりばらつきがみられる

が，E判定が極端に少ない自治体ではD判定が比較的多
く，D判定が極端に少ない自治体ではE判定の多い傾向
がみられた。D判定およびE判定の合計では最小で０．７％，
最大で８．３％，平均は３．２３％，標準偏差は１．４９であった 
（Table ９）。

Table 7.　Detected lung cancer cases classified by method of detection， cell type and clinical stage．

Total
Clinical stage

Cell typeMethod of
detection UnknownIVIIIIII

９６２１４２８１２４０（４１.７％）Squamous cell ca．

X－ray

２７４８３８６３２８１３７（５０.０％）Adenocarcinoma
１１　１４２４（３６.４％）Large cell ca．
２５　６１０６３（１２.０％）Small cell ca．
１０　　４２４（４０.０％）Adenosquamous ca．
９　　３４２（２２.２％）Others
１４７２３　２（１４.３％）Unknown
３４３７１２４８（２３.５％）Squamous cell ca．

X－ray and
cytology

１４１４４２３（２１.４％）Adenocarcinoma
１０　３４１２（２０.０％）Small cell ca．
１　１　　　Others
３３２３７６１５（４５.５％）Squamous cell ca．

Cytology １１　２５１３（２７.３％）Adenocarcinoma
２　１１　　Small cell ca．

１６３７２４４７２２６３（３８.７％）Squamous cell ca．

Total

２９９９４４７２３１１４３（４７.８％）Adenocarcinoma
１１　１４２４（３６.４％）Large cell ca．
３７　１０１５７５（１３.５％）Small cell ca．
１０　　４２４（４０.０％）Adenosquamous ca．
１０　１３４２（２０.０％）Others
１４７２３　２（１４.３％）Unknown

Table 8.　Distribution of cell types by stage III and IV among the cases having annual checkups．

Total
Clinical stage

Cell typeMethod of
detection Stage IVStage III

３０１１１９Squamous cell ca．

Chest X－ray

６４２６３８Adenocarcinoma
２　２Large cell ca．
１３４９Small cell ca．
４　４Adenosquamous ca．
１　１Unknown
９　９Squamous cell ca．

X－ray＋Cytology
６３３Adenocarcinoma
３１２Small cell ca．
１１　Others
５１４Squamous cell ca．

Cytology
３　３Adenocarcinoma
１４１４７９４　Total



７．精検受診時の胸部CT施行の状況

　また，精検受診後に回収された１９９９年度肺癌検診記録

票（大部分E判定，一部D判定）によると８９８例中５２１例に，
２０００年度は９８４例中６２４例に胸部CTが施行された。記録票
提出の後に精検が進み，胸部CT施行され発見肺癌が追加
される可能性はあるが，この時点で胸部CTの施行が確認
されたのは１９９９年度分で５８．０％，２０００年度分で６３．４％で

あった。

８．発見肺癌の死因分析

　発見肺癌５４４名の追跡調査（２００３年５月９日現在）に

より３１４名の死亡が確認されている。その死因は肺癌死

２１１名（６７．２％），手術関連死１名（０．３％），原因不明の

死７１名（２２．６％），他の悪性腫瘍死９名（２．９％），他疾

患死２０名（６．４％），事故死あるいは自殺による死亡２名

（０．６％）であった。肺癌は悪性新生物の中でも特に生

命予後の悪いことが知られており，原因不明の死７１名を

非肺癌死とすると全肺癌死を低く見積もることになる。

そこで原因不明の死を含む前３者を肺癌死とすると

９０．１％となり，発見肺癌５４４名の中ですでに死亡した３１４

名の死因は６７．２％～９０．１％が肺癌死と考えられた。

９．肺癌集検受診者の喫煙率

　２０００年度の問診票再集計９２，４１４名について喫煙状況を

検討した。本集検は原則として４０歳以上を対象とするが

２０歳以上２９歳以下が１８８名，３０歳以上３９歳以下が５１３名含

まれていた。

　喫煙指数が０である者を除いた割合を喫煙率として性

別，年齢階層別に算出した。男性合計は６８.６％，女性合
計は５．４％，男女の合計では２９．２％であった（Table１０）。
　男性では喫煙指数（以下，指数）０が３１．４％，指数６００

未満が３５．１％，指数６００以上１２００未満が２８．０％，指数１２００

以上１８００未満が３．９％，指数１８００以上２４００未満が０．８％，

指数２４００以上が０．２％，指数不明のものが０．６％，女性で

は指数０が９４．６％，指数６００未満が３．８％，指数６００以上

１２００未満が０．７％，指数が１２００以上の喫煙者は認めず，

不明は０．９％であった。

　本研究期間の集検受診者全体の正確な喫煙状況は不明

であるが，前述の２０００年度受診者問診票の再集計による

喫煙状況を用い喫煙状況と肺癌発見率との関連を検討し

た（Fig．４）。
　男性において喫煙指数が増大することにより肺癌発見

率は上昇する傾向にあり，女性において喫煙指数１２００以

上が不詳ながら指数６００以上で非喫煙者より発見率高く

なっている。また，男性の約０．８％，女性の約０．９％が喫
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Table 9.　Proportion of cases requiring further detailed examination following an initial lung cancer mass screening．

SDAve.（％）maxminmunicipalities　
　　　　　Judgement E

２.０３１.７９６.２０.０１８Group A ＊
１.８８１.５１６.１０.０４３Group B †
１.０２０.８５２.７０.０１１Group C ‡
０.９３１.３４２.９０.０９Group D　§
　３.１０３.１３.１１Group E ‖
１.７４１.４９６.２０.０８２Total
　　　　　Judgement D ＋ E
１.５０３.２２６.３１.８１８Group A ＊
１.４８３.０２８.３０.７４３Group B †
１.６６３.６０７.１１.２１１Group C ‡
１.４４３.７４５.４１.０９Group D　§
　３.２０３.２３.２１Group E ‖
１.４９３.２３８.３０.７８２Total

＊Compulsory check for all habitants
†Habitants who request a check
‡Compulsory check for all habitants in a rotating area basis
§Habitants who request a check in a rotating area basis
‖Others

Table 10.　The smoking rate by age (10-year group) and sex in 2000.

total７０y－６０y－６９y５０y－５９y４０y－４９y３０y－３９y２０y－２９yMale
６８.６％６９.７％６４.０％７０.６％７６.３％７７.６％７３.３％Kagoshima Pref．
４７.４％２９.４％３７.０％５４.１％５５.１％５６.６％６０.８％Japan
total７０y－６０y－６９y５０y－５９y４０y－４９y３０y－３９y２０y－２９yFemale
５.４％３.９％４.１％６.４％９.０％３６.４％３３.７％Kagoshima Pref．
１１.５％４.０％６.６％１０.４％１３.６％１８.８％２０.９％Japan
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煙状況不明であるがこれらの集団では肺癌発見率が

１５２７．１，４４１．６と著明な高値となっている。

考　　察

　松田ら１２） によると，大阪肺癌集検研究班による１９９４年

から１９９９年の６年間に行われた５９，４８３名の集検で，経年

受診率６５．２％，発見率（１０万対）９０．８，標準化発見比０．７８，

完全切除率５２．８％，切除率５９．３％，蠢期肺癌割合６４．８％，

田村ら１３）によると高知県宿毛市の１９８７年から１９９３年の７

年間，４９，３４５名の肺癌集検では検診カバー率７５．０％，発

見率（１０万対）１１１．５，標準化発見比０．９８，切除率７３．９％，

蠢期肺癌割合７３．９％であった。さらに田村らは，過去お

よそ１年以内に集検を受けた者と受けなかった者との比

較により蠢期肺癌割合は前回検診受診群で６１．０％，未受

診群で３６．２％，同様に切除率は５９．３％と３１．９％，５年生

存率は４４％と１６％，生存期間中央値は３年１０ヶ月と１年

５ヶ月であり，いずれも有意に前回検診受診群が優れて

いた，と報告している。

　本県の肺癌集検と比較して，カバー率等で状況は大き

く異なるが，いずれの代替指標の値も他の報告と比較す

ると低い値である。

　肺癌患者の全身状態を勘案し，治療死がないとすれば，

肺癌治療の中で治癒する可能性が最も高い，あるいは延

命効果が最も大きいのは切除である。切除率， 完全切除
術率の上昇により死亡率は低下し，蠢期肺癌患者として

発見すれば切除しうる可能性が高くなる。さらに，適切

な集検において肺癌を高頻度に発見しうるとすれば，通

常はより発見しがたい蠢期肺癌の割合が高まるはずであ

る。その結果として死亡率は低下する。

　本県に限らず，肺癌集検はそれぞれ受診者の性，年齢

構成，経年受診者の比率，集検方法が異なり，肺癌発見

率を他施設と比較するのは困難である。これに対して標

準化発見比は，性，年齢による肺癌存在の頻度の違いを

補正し，罹患率との相対的な関係をも組み込んだ検診目

的達成度の即時的代替指標の一つである。検診受診率の

高い集検を実施しえた場合は，この受診者集団中に存在

すると期待される肺癌をどの程度発見したかをあらわす

指標となる。理想的な集検ではこの値は１．０に近くなるは

ずとされる。

　今回，厚生省がん研究助成金「地域がん登録」研究班

において公表されている「全国がん罹患数・率の推計値

（１９７５－９８年）を利用して鹿児島県の肺癌集検における

標準化発見比を算出したところ０．２８と極端に低い値で

あった。

　肺癌存在期待値は，性別，年齢階層別の罹患率，平均

罹病期間および集検受診者数を乗じたものの総和として

算出するため，極端な高齢化といった年齢構成の偏りが

ある場合や実際の罹患率が全国癌推計値と異なる場合

は，期待値に誤差が生じる可能性がある。

　肺癌存在期待値の妥当性を検討するために１９９６年から

２００１年の６年間の鹿児島県性別年齢階層別人口（国勢調

査）をもとにして各年の肺癌存在期待値を算出したとこ

ろ９，３２３名であった。当該期間の鹿児島県肺癌死数は

５，２８７名であり，罹病期間により誤差が生じるものの推定

される死亡者の割合はおよそ５７％となる。

　本研究では，発見肺癌５４４名中，肺癌死が２１１名（３８．８％）

であり手術関連死と原因不明の死を加えると２８３名

（５２．０％）である。標準化発見比の計算に用いた肺癌存

在期待値は多少の誤差があるとしても大きく外れていな

いように思われた。

　一般的に，経年受診者では非経年受診者に比べて早期

肺癌の発見が期待できる。本県における肺癌集検では発

見肺癌５４４例の５８．６％が経年受診者である。しかしなが

ら経年受診者の蠢期肺癌割合は非経年受診者のものと有

意差を認めなかった。

　経年受診者でありながら，肺癌発見時にすでに蠱期，

蠶期であった１４１例の細胞型分類によると，扁平上皮癌４４

（３１．２％），腺癌７３（５１．８％），小細胞癌１６（１１．３％）であっ

た。急激に増大するため年一回の定期的検診にて発見す

るには不適と考えられる小細胞癌が必ずしも多くなく，

比較的緩徐に増大する扁平上皮癌および腺癌が多数を占

めた。これにより，経年受診者には肺癌発見の前年にす

でに肺癌が存在していた，発見時よりも小型であった肺

癌を指摘できていなかった可能性が示唆される。すなわ

ち経年受診者における発見肺癌が少ないこと，蠢期～蠡

期肺癌の発見が少ない可能性が考えられる。

　非経年受診の肺癌患者と比較して，経年受診の肺癌患

者では小型で早期の肺癌が多く発見されることが期待さ

れるが，本県の集検ではこの特徴が失われている。その

ために経年受診者と非経年受診者とで生存率に差がな

Fig. 4.　Lung cancer detection rates according to smoking index.



く，現状では経年受診の利益は大きくないといわざるを

えない。

　事業年報によると１９９３年度以降２００１年度までのD判定
精検受診率は平均で５３．４％（４３．１～７１．７％），E判定精検
受診率は平均９１．０％（８３．８～９４．０％）であった。これら

を１００％へ引き上げることによる発見肺癌数を検討する。

　１９９９年度D判定２，０２８名のうち８９２名が精検を受診し４
名の肺癌が発見された。D判定集団の肺癌存在比率は
０．２％以上，D判定精検受診者集団の肺癌存在比率は
０．４％となり，精検から外れたD判定精検未受診者集団の
肺癌存在は５．１と計算され，これは２０００年度において９．７

であった。また，１９９９年度E判定９１７名のうち８３８名が精検
を受診し６０名の肺癌が発見された。E判定集団の肺癌存
在比率は６．５％以上，E判定精検受診者集団の肺癌存在比
率は７．２％となり，精検から外れたE判定精検未受診者集
団の肺癌存在は５．７と計算され，これは２０００年度において

３．２であった。

　１９９９年度のD判定精検受診率４４．０％が仮に１００％へ改
善したならば発見肺癌数は５．１増加し２０００年度のD判定
精検受診率５０．９％が１００％へ改善したならば発見肺癌数

は９．７増加すると計算される。同様に，１９９９年度のE判定
精検受診率９１．４％が仮に１００％へ改善したならば発見肺

癌数は５．７増加し２０００年度のE判定精検受診率９４．０％が
１００％へ改善したならば発見肺癌数は３．２増加すると計算

される。

　さらに，精検においてすべての受診者に胸部CTが施行
された場合の発見肺癌数を検討する。前述したように精

検受診者（D判定あるいはE判定）に対する胸部CT施行
率は１９９９年度５８．０％であった。この胸部CTが施行された
５２１名の肺癌存在比率は１１．５％であった。さらに，５２１名

の大部分がE判定であったならば，E判定により精検受診
したものの胸部CT未施行の集団における肺癌存在は
３６．５と計算され，これは２０００年度において２５．７であった。

１９９９年度の精検において，胸部CTが施行されなかった精
検受診者すべてに胸部CTが施行されたならば発見肺癌
数は３６．５増加し，２０００年度の精検においては２５．７増加す

ると計算される。

　現行の肺癌集検で未発見の肺癌をより多く発見するた

め，精検における胸部CT施行の義務化が効率的と思われ
た。

　本県の肺癌集検のシステムは，漓市町村による集検対

象者の把握，滷集検受診，問診票回収および間接X線撮
影，澆二重読影，比較読影で要精検者選定，潺精検受診，

潸協力医療機関による胸部CTを中心とする精密検査，澁
診断，治療といった流れで進み，肺癌存在頻度は確実に

濃縮されてゆく。現行の集検で発見肺癌例が少ないとす

ればこの流れから洩れている肺癌を発見する対策が必要

である。

　本県の肺癌集検は各自治体の委託契約により行われ，

それぞれの集検実施状況で経年受診率は大きく異なる。

自治体主体の肺癌集検以外にも様々な形態の肺癌検診が

あり単純ではないが，高い検診カバー率，高い検診受診

率が経年受診者割合の向上につながるものと思われる。

　厚生労働省「国民栄養の現状」１４）による２０００年全国の

喫煙率と比較すると，本県の喫煙率は男性においてすべ

ての年齢階層で全国の喫煙率を上回り，全国では６０歳以

上で喫煙率の低下しているものの，本県ではその低下が

みられず，若年者と同様の高喫煙率である。女性におい

て５０歳以上で全国を下回るものの４０歳未満では逆転して

いる。

　全国的には，成人男性では高齢者の喫煙率が著しく減

少し，若い世代では減少は緩やか，成人女性の喫煙率は，

高齢者で減少，若年者で増加と男性とは反対の傾向にあ

り，全体としては男性で著減，女性では微減の傾向とさ

れる。

　鹿児島県において，若年女性の喫煙率の増加と男性高

齢者の喫煙率低下が進まない状況に改善ない場合，今後

数年は喫煙が関連するとされる肺癌発生が減少する可能

性は低いと考えられる。禁煙の指導および啓蒙による肺

癌の一次予防が重要である。

　一方，喫煙は肺癌集検において最も一般的な危険因子

である。高危険群の選定には過去を含めた詳細な喫煙歴

および最近の血痰症状の有無の確認という煩雑な作業を

要するが，効率よく集検を進める上で不可欠の情報であ

る。

　本研究では，喫煙状況不明の集団では肺癌発見率が著

明な高値となっている。超重喫煙者，あるいは既に肺癌

と診断されていながら受診したものが含まれる可能性が

あり，喫煙状況不明の受診者に対する問診には特別な注

意を要する。

　「手びき」の肺癌集検の判定基準と指導区分によると，

D判定に対して肺癌以外の該当疾患に対する精査，E判定
に対して肺癌に対する精査を指導するとされる。D判定
の受診者に対して胸部CTを中心とする肺癌に対する精
検を規定していないが，実際にはこの中にも肺癌が発見

されている。

　間接写真の読影や細胞診断に問題があってはならない

が，本県では約１５名の医師らにより１年間に間接写真約

９万枚，二重読影のため約１８万枚が読影される。D判定
あるいはE判定に偏りがみられるのは，間接写真の二重
読影や比較読影を行う医師らの判定基準が一定でない，

もしくはD判定とE判定の厳密な区分が困難なことが考
えられる。

　「手びき」では要精検率の上限を３～４％程度としてお
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り，これ以上の過剰な精検を不必要としている。例年の

本県における要精検率は，E判定については約１％，D判
定およびE判定の合計について約３～４％で推移してい
る．現在のシステムでD判定とE判定を厳密に区別するこ
とが困難ならば，E判定のみならずD判定についても胸部
CTを含む精密検査を積極的に奨めるべきである。
　要精検とされた受診者が実際に精検受診した割合であ

る，精検受診率は，１９９６年から２００１年までの６年間でE
判定に関して１９９６年は８７．７％，１９９７年は９１．２％，１９９８年

は９３．３％，１９９９年は９１．４％，２０００年は９４．０％，２００１年は

９３．３％，D判 定 に 関 し て１９９６年 は５７．２％，１９９７年 は
４８．２％，１９９８年 は４３．１％，１９９９年 は４４．０％，２０００年 は

５０．９％，２００１年は５１．７％，であり７），D判定に関して精
検受診率が低い状況となっている。E判定の精検受診率
については前述の２報告を上回るが，さらにD判定とさ
れた受診者を含む要精検者全員が精検受診するよう精検

受診率の更なる向上をめざすべきと考える。

　精密検査実施協力医療機関における肺癌専門医による

最終的診断は細胞診断および病理診断によりなされる。

しかしながら，肺癌精密検査の基本は胸部CTを中心とす
る非侵襲的検査による画像診断や経過観察である。精密

検査実施協力医療機関における胸部CT施行率は，１９９９
年度５８．０％，２０００年度６３．４％であった。

　胸部CTによる存在診断能や情報量は胸部X線と比較し
て明らかに向上している。また，受診者全体の集団より

も要精検者の集団には肺癌が確実に濃縮されており，原

則として胸部写真のみの精検を認めるべきでない。精密

検査としては精検受診者全員に胸部CTを施行すべきで
ある。

　本県の肺癌集検の意義について，死亡率の低下として

表現することは困難である。５年生存の後も肺癌死が起

こりうることは事実であるが，切除を中心とする治療に

より生存期間が延長されることも明らかである。発見肺

癌が過少であることを前提にして，今後，集検受診者数

の増加，発見肺癌数の増加に伴って蠢期肺癌割合が高く

なるとすれば，Table８で示したような経年受診者に発見
された非早期の肺癌は減少し，当然発見肺癌全体の予後

も改善されるものと思われる。
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